様式第１号（第７条関係）
年　　月　　日　
たつの市長  様

住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付申請書

                          　   住　所
　                        　   氏　名
                          　   電　話　　　　　　(　　　　)
                           　  電子メール

住宅用太陽光発電設備等導入補助金の交付を受けたいので、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　補助申請額
	申請額算出
	申請額

	自家消費型太陽光発電設備
※太陽光パネルとパワーコンディショナ出力の低い値
	　　　ｋＷ×７万円
※5kW(小数点以下切捨て)を上限
	円
(千円未満切捨て)

	蓄電池
※上記自家消費型太陽光発電設備の付帯設備に限る
	　　　　円/ｋＷｈ×１/３×　 ｋＷｈ
※141,000円/kWhの1/3かつ5kWh(小数点第２位以下切捨て)を上限
	円
(千円未満切捨て)

	交付申請額合計
	円


【添付書類】
１　収支予算書（様式第２号）
２　誓約書（様式第３号)
３　交付要件該当に係る確認書（様式第４号）
４　住宅用太陽光発電設備等導入補助金事業計画書（様式第５号)
５　委任状（補助金の申請に係る事務を委任する場合に限る。）（様式第６号）
６　見積書及び見積内訳書の写し
７　設置する土地・建物の全部事項証明書又は固定資産税に係る評価証明書の写し（既築住宅の場合）
８　住民票又は住民票記載事項証明書の写し（既築住宅の場合）
９　設置する太陽光発電設備及び蓄電池の仕様がわかるもの
１０　機器設置前の現況写真
１１　発電量及び自家消費量に係る根拠書類（シミュレーション等）
１２　国の他の補助を利用する場合にあっては、補助対象設備について補助を受けていないことが確認できる書類（国の補助金交付決定通知書等）
１３　市税の完納証明書の写し（既築住宅の場合）
１４　その他市長が必要と認める書類

様式第２号（第７条関係）
収支予算書
１　収入の部
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２　支出の部

	
	 科        目
	 予    算    額
	 摘            要
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  (注)  収支の計は、それぞれ一致する。
様式第３号（第７条関係）
誓　約　書

補助金交付申請に当たり、下記のとおり誓約します。
なお、誓約事項に関し、市が行う一切の措置に異議なく同意します。

１　たつの市内で自ら所有し居住する新築・既築住宅に自家消費型太陽光発電設備及び蓄電池を一体的に導入すること。
２　兵庫県及びたつの市に納付すべき税を滞納していないこと。
３　たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱による補助金の交付を受けたことがないこと。
４　たつの市暴力団の排除に関する条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者でないこと。
５　市長が、上記４を確認するため、必要な事項を兵庫県警察本部長に照会すること、及び当該照会に係る回答の内容を他の補助事業における暴力団等を排除するための措置を講ずるために利用し、兵庫県又は兵庫県公営企業管理者及び兵庫県病院事業管理者に提供することについて、異議を述べないこと。
６　たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第１４条に基づき市が行う一切の措置について、異議を述べないこと。
第１４条　市長は、交付決定対象者が、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
　　(１)　補助金の交付決定の内容に違反したとき。
　　(２)　偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
　　(３)　この告示の規定に違反したとき。
２　市長は、補助金の交付の決定を取り消したときは、住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付決定取消通知書（様式第１７号）により、交付決定対象者に通知する。
７　地方自治法第２２１条第２項に基づき市が行う一切の措置について、異議を述べないこと。
第２２１条２　普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、工事の請負契約者、物品の納入者、補助金、交付金、貸付金等の交付若しくは貸付けを受けた者(補助金、交付金、貸付金等の終局の受領者を含む。)又は調査、試験、研究等の委託を受けた者に対して、その状況を調査し、又は報告を徴することができる。

　　年　　月　　日
　　　たつの市長　様　　　

住  所　　　　　　　　　　　　　　
氏  名　　　　　　　　　　　　　　

様式第４号（第７条関係）

交付要件該当に係る確認書

１　再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法(平成２３年法律第１０８号)に基づく固定価格買取制度(ＦＩＴ)の認定又はＦＩＰ制度の認定を取得しません。
２　電気事業法第２条第１項第５号ロに定める接続供給(自己託送)を行いません。
３　地域住民や地域の自治体と適切なコミュニケーションを図るとともに、地域住民に十分配慮して事業を実施するよう努めます。
４　関係法令及び条例の規定に従い、土地開発等の設計・施工を行います。
５　防災、環境保全及び景観保全を考慮し、補助対象設備の設計を行うよう努めます。
６　一の場所において、補助対象設備を複数の設備に分割して扱いません。
７　電気事業法の規定に基づく技術基準適合義務、立入検査、報告徴収に対する資料の提出に対応するため、補助対象設備の設計図書や竣工試験データを含む完成図書を作成し、適切な方法で管理及び保存します。
８　補助対象設備の設置後、適切な保守点検及び維持管理を実施します。
９　接続契約を締結している一般送配電事業者又は特定送配電事業者から国が定める出力制御の指針に基づいた出力制御の要請を受けたときは、適切な方法により協力します。
１０　防災、環境保全、景観保全の観点から計画段階で予期しなかった問題が生じた場合、適切な対策を講じ、災害防止や自然破壊、近隣への配慮を行うよう努めます。
１１　補助対象設備を処分する際は、関係法令の規定を遵守します。
１２　法定耐用年数が経過するまでの間、補助事業により取得した温室効果ガス排出削減効果についてＪ－クレジット制度への登録を行いません。
１３　発電した電力量のうち３０％以上を、申請した住宅の敷地内で自ら消費します。
１４　補助対象設備に対し、国や県から他の補助金等を受けていません。かつ今後も受けません。
１５　補助対象設備は、市が交付決定した後に、契約及び設置します。
１６　県税の滞納はありません。実績報告時には滞納がないことを証明する書類を提出します。

□	上記事項を遵守します。


年　　月　　日　　　　　　　署名　　　　　　　　　　　            

様式第５号（第７条関係）

住宅用太陽光発電設備等導入補助金事業計画書

	申請者
	氏名
	　
	連絡先
	　

	
	住所
	　

	設備の設置
場所
	　

	住宅の区分
	☐　既築住宅(太陽光未設置の建売住宅を含む。)
	☐　新築住宅

	設置内容
	☐　既設(増設の場合は卒FITの証明が必要)
	☐　新設

	事業予定
	着工予定日
	　
	年
	　
	月
	　
	日
	完了予定日
	
	年
	
	月
	
	日

	太陽光発電
設備
	太陽光パネル
合計出力
	パワーコンディショナ
合計出力
	採用出力

	
	　
	kW
	　
	kW
	(A)
	
	kW

	
	補 助 金 の 額【 (A)×70,000円 】
	(B)
	
	円

	
	採用出力が5kWを超える場合は
　【　5×70,000円　】
	
	
	

	
	余剰電力の売電有無
	☐　有　　☐　無
	売電先
(有の場合)
	　

	定置用蓄電地
	１台当たりの
蓄電容量
	設置台数
	蓄　電　容　量 

	
	　
	kWh
	　
	台
	(C)
	
	kWh

	
	補助対象経費
(税抜き)
	設備費
	(D)
	　
	円

	
	
	工事費
	(E)
	　
	円

	
	価格/kWh
	｛ (D)＋(E) ｝÷(C)
※141,000円/kWhが上限
	(F)
	　
	円

	
	補助金の額【　(F)×1/3×(C)　】
	(G)
	
	円

	補助金交付申請額【　(Ｂ)＋(Ｇ)　】
	
	円

	自家消費計画
	①年間発電量
見込み
	②年間自家消費量
見込み
	③年間売電量
見込み
	自家消費率(②/①×100)

	
	　
	kWh
	　
	kWh
	　
	kWh
	
	%

	国の補助金等の
利用状況
	利 用 有 無
	☐　有　　☐　無
	状況(有の場合)
	　

	
	補 助 金 名
(有の場合)
	　

	
	
	その他の場合記載
	　

	
	確 認 事 項
(有の場合)
	☐　国の太陽光発電設備等への補助金の交付は受けません。

	施工業者
	事業者名
	　

	
	所在地
	　

	
	責任者名
	　

	
	担当者
	氏名
	電話番号
	メールアドレス

	
	
	
	　
	　

	FIT制度利用について
	確認事項
	☐　FIT制度による売電は行いません。



様式第６号（第７条関係）


委任状

たつの市長　様



私は都合により下記の者を代理人と定め、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金の交付に係る手続を委任します。


(代理人)
住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連 絡 先
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　
　　　
　　　　　　　　(委任者)　住　　所　
　
　　　　　　　　　　　　　氏　　名　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊自署であれば押印不要　　

様式第７号（第８条関係）
第          号　
   　　     年    月    日　
      　　　　　　　様
たつの市長　　　　　　　　　

住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付決定通知書
  　　　年　　月　　日付けで申請のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金の交付については、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第８条の規定により、交付することを決定したので通知します。

記

１　この補助金の交付の対象となる事業は、上記申請のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付申請書に記載のとおりとする。

２　補助対象経費及び交付決定額は、次のとおりとする。
補助対象経費　　　　　　金　　　　　　　　　　円
交付決定額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円

３　事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額は、第１項の申請書に記載のとおりとする。

４　補助申請者は、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱に従わなければならない。

５　この事業は、    年    月    日までに完了しなければならない。

６　補助金交付の条件は、前各項に定めるもののほか、次のとおりとする。
(１)この補助金は、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱に基づくもので、この目的以外に使用してはなりません。
(２)次のアからウまでのいずれかに該当するときは、直ちに市長の承認又は指示を受けなければなりません。
ア　内容を変更するとき。
イ　中止又は廃止するとき。
ウ　予定の期限内に完了しないとき又はその遂行が困難となったとき。
(３)補助事業が完了したときは、速やかに住宅用太陽光発電設備等導入補助事業実績報告書等を提出してください。
(４)市長が必要あると認めるときは、当該職員の書類等の検査をさせ、又は補助事業等の執行状況について実地検査をします。
(５)市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けなければなりません。
(６)たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱に違反した場合は、交付の決定を取り消し、補助金の返還を求めます。

様式第８号（第９条関係）

年    月    日　
たつの市長    様

住宅用太陽光発電設備等導入補助金変更交付申請書
                                                                
                          　   住　所
　                        　   氏　名
                          　   電　話　　　　　　(　　　　)
                           　  電子メール

  　　　年　　月　　日付け　第　　　　号により交付決定を受けた住宅用太陽光発電設備等導入補助金について、下記のとおりその内容を変更したいので、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第９条第１項の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　変更申請額
	申請額算出
	申請額

	自家消費型
太陽光発電設備
※太陽光パネルとパワーコンディショナ出力の低い値
	　　　ｋＷ×７万円
※5kW(小数点以下切捨て)を上限
	円
(千円未満切捨て)

	蓄電池
※上記自家消費型太陽光発電設備の付帯設備に限る
	　　　　円/ｋＷｈ×１/３×　 ｋＷｈ
※141,000円/kWhの1/3かつ5kWh(小数点第２位以下切捨て)を上限
	円
(千円未満切捨て)

	交付申請額合計
	円



２　変更の理由


３　増減額

　　変更申請額　　　　　　円－交付決定額　　　　　　円＝　　　　　　円

４　添付書類
　住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付申請書の添付書類に準じる。


様式第９号（第９条関係）
第          号　
   　　     年    月    日　
      　　　　　　　様

たつの市長　　　　　　　　　　

住宅用太陽光発電設備等導入補助金変更交付決定通知書
                                                                
  　　年　　月　　日付けで変更申請のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金については、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第９条第２項の規定により、交付することを変更決定したので通知します。

記

１　この補助金の交付の対象となる事業は、上記変更申請のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金変更交付申請書に記載のとおりとする。

２　変更後の補助対象経費及び交付決定額は、次のとおりとする。
補助対象経費　　　　　　金　　　　　　　　　　円
交付決定額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
今回増(△減)額　　　　　金　　　　　　　　　　円

３　補助金交付の条件等については、上記のほか、    年    月    日付け　　第      号のたつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付決定通知書第３項から第６項までに定めるとおりとする。

様式第１０号（第１０条関係）

年    月    日　
たつの市長  様

住宅用太陽光発電設備等導入補助金中止(廃止)承認申請書

                          　 　  住　所
　                        　 　  氏　名
                          　  　 電　話　　　　　　(　　　　)
                           　 　 電子メール

  　　年　　月　　日付け　第　　　　号により交付決定のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金については、下記のとおり中止(廃止)したいので、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第１０条第１項の規定により申請します。

記

１　中止(廃止)の理由

２　廃止予定年月日　　　　　年　　月　　日
中止予定期間　　　　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで



様式第１１号（第１０条関係）
第          号　
   　　     年    月    日　
      　　　　　　　様
たつの市長　　　　　　　　　

住宅用太陽光発電設備等導入補助金中止(廃止)承認通知書
                                                   
      年    月    日付けで中止(廃止)申請のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金については、下記のとおり承認することに決定したので、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第１０条第２項の規定により通知します。

記

　　　年　　月　　日付けで申請のあった事業は、補助金中止（廃止）承認申請書に記載のとおり中止（廃止）する。










様式第１２号（第１１条関係）
年　  月 　 日　
たつの市長  様

住宅用太陽光発電設備等導入補助金実績報告書

                          　 　  住　所
　                        　 　  氏　名
                          　  　 電　話　　　　　　(　　　　)
                           　 　 電子メール

      年    月    日付け  第        号により交付決定のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金について、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第１１条の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。

記


１　補助金額　　　　　　　金　　　　　　　　円

【添付書類】　
１　収支決算書(様式第１３号)
２　住宅用太陽光発電設備等導入補助金事業実績報告書(様式第１４号)
３　請求書及び領収書の写し
４　補助対象設備の保証書の写し
５　設置する土地・建物の全部事項証明書の写し（新築住宅の場合）
６　住民票又は住民票記載事項証明書の写し（新築住宅の場合）
７　電力会社との接続契約書及び売電契約書等（ＦＩＴ認定を受けていない再生可能エネルギー発電設備用）の写し
８　補助対象設備が電力会社の電力系統に接続する日を確認することができる書類
９　設備の設置が確認できる写真
１０　県税の滞納がないことを証明する書類の写し（納税証明書（３）滞納の税額がないことの証明）
１１　契約書及び契約内訳書の写し
１２　その他市長が必要と認める書類

様式第１３号（第１１条関係）

収支決算書
１　収入の部

	
	 科        目
	 決    算    額
	 摘            要
	

	
	
	              円 円
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	




２　支出の部

	
	 科        目
	 決    算    額
	 摘            要
	

	
	
	              円  円
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	 計
	
	
	



  (注)　収支の計は、それぞれ一致する。
　　　

様式第１４号（第１１条関係）

住宅用太陽光発電設備等導入補助金事業実績報告書

	申請者
	氏名
	　
	連絡先
	　

	
	住所
	　

	設備の設置
場所
	　

	住宅の区分
	☐　既築住宅(太陽光未設置の建売住宅を含む)
	☐　新築住宅

	設置内容
	☐　既設(増設の場合は卒FITの証明が必要)
	☐　新設

	事業予定
	着工日
	　
	年
	　
	月
	　
	日
	完了日
	
	年
	
	月
	
	日

	太陽光発電
設備
	太陽光パネル
合計出力
	パワーコンディショナ合計出力
	採用出力

	
	　
	kW
	　
	kW
	(A)
	
	kW

	
	補 助 金 の 額【 (A)×70,000円 】
	(B)
	
	円

	
	採用出力が5kWを超える場合は
　【　5×70,000円　】
	
	
	

	
	余剰電力の売電
有無
	☐　有　　☐　無
	売電先
(有の場合)
	　

	定置用
蓄電地
	１台当たりの
蓄電容量
	設置台数
	蓄　電　容　量 

	
	　
	kWh
	　
	台
	(C)
	
	kWh

	
	補助対象経費
(税抜き)
	設備費
	(D)
	　
	円

	
	
	工事費
	(E)
	　
	円

	
	価格/kWh
	｛ (D)＋(E) ｝÷(C)
	(F)
	　
	円

	
	補助金の額【　(F)×1/3×(C)　】
※141,000円/kWhが上限
	(G)
	
	円

	補助金交付申請額【　(Ｂ)＋(Ｇ)　】
	
	円

	国の補助金等の
利用状況
	利 用 有 無
	☐　有　　☐　無
	状況
(有の場合)
	　

	
	補 助 金 名
(有の場合)
	　

	
	
	その他の場合記載
	　

	
	確 認 事 項
(有の場合)
	☐　国の太陽光発電設備等への補助金の交付は受けません。

	施工業者
	事業者名
	　

	
	所在地
	　

	
	責任者名
	　

	
	担当者
	氏名
	電話番号
	メールアドレス

	
	
	
	　
	　

	FIT制度利用について
	確認事項
	☐　FIT制度による売電は行っていません。



様式第１５号（第１２条関係）
第          号　
   　　     年    月    日　
      　　　　　　　様
たつの市長　　　　　　　　　　

住宅用太陽光発電設備等導入補助金額確定通知書

  　　　年　　月　　日付けで申請のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金については、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第１２条の規定により下記のとおり補助金を確定したので通知します。


記


　確定額　　　金  　　　                    円














様式第１６号（第１３条関係）
年　  月 　 日　
たつの市長  様

                          　 　  住　所
　                        　 　  氏　名
                          　  　 電　話　　　　　　(　　　　)
                           　 　 電子メール

住宅用太陽光発電設備等導入補助金請求書

  　　　年　　月　　日付け　第　　　　号で実績報告のあった住宅用太陽光発電設備等導入補助金について、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第１３条の規定により、次のとおり請求します。

記

１　請求金額　　　　　金　　　　　　　　　円也

２　振込先指定口座
	金融機関名
	銀行・信用組合
信用金庫・農協
	金融機関
コード
	
	
	
	

	支店名
	本店・支店
出張所
	支店コード
	
	
	

	預金種別
	普通　・　当座　（いずれかに○）

	口座番号
	　
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
	

	口座名義人
	


※通帳のコピー等、口座情報がわかるものを添付してください。

様式第１７号（第１４条関係）
第          号　
   　　     年    月    日　
      　　　　　　　様

たつの市長　　　　　　　　印　　

住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付決定取消通知書

      年    月    日付け  第        号で交付決定をした住宅用太陽光発電設備等導入補助金については、下記のとおり交付の決定を取り消しましたので、たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第１４条第２項の規定により通知します。

記

取消理由

























[bookmark: _Hlk111201598]様式第１８号（第１５条関係）
第　　　　　号　
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　様

たつの市長　　　　　　　　印　　

住宅用太陽光発電設備等導入補助金返還命令書

　たつの市住宅用太陽光発電設備等導入補助金交付要綱第１５条の規定により、　　　年　　月　　日付け　第　　　　号で交付決定し、　　　年　　月　　日交付した補助金について、下記のとおり返還を命じます。

記

返還金等
	返還を命じる補助金
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	返　還　期　限
	年　　月　　日限り







